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3.3 環境影響の変化の総合的な比較評価 

平成 19 年 4 月に作成した「評価書」及び平成 25 年 10 月の事業計画に基づき作成した「比較資料その１」で選定した環境影響項目に対する環境保全のための措置、主な環境影響要因、予測及び評価に対して、A-1・2 地区の変更に

伴う今回の新事業計画（A-3 地区及び A-4 地区の修正も含む。）に基づく環境影響要因の変化に応じて実施した予測結果の変化、そして比較評価した結果を表 3.3-1～表 3.3-16 に示します。 

主な環境影響要因の内容が、「評価書」から「比較資料その１」の内容に変更があった場合は「比較資料その１」に１本下線で示し、再予測を行った項目については、「比較資料その１」の予測結果及び比較評価の記載内容に１本

下線で示します。また、主な環境影響要因の内容が、「評価書」あるいは「比較資料その１」から、今回の新事業計画の内容に変更があった場合は「比較資料その２」に２本下線で変更箇所を示し、再予測を行った項目については、

予測結果及び比較評価の記載内容に「比較資料その２」に２本下線で示します。 
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①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

表 3.3-1 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の 
現況 

 環境保全目標 
環境保全
のための

措置 

主な 
環境影
響要因 

予測および
評価 

大
気
汚
染 

常 監

H17( 神 奈

川県庁/平

沼小/浅間

下交差点) 

・ NOX 、

SPM( 長

期 ) ＝

基準を

満足 

・ SPM( 短

期 ) ＝

基準を

超過 

 

現地調査 

・常監と

同程度 

 

気 象

H17( 神 奈

川県庁) 

・ 卓越風

向 N、SW 

・ 年平均

風 速

2.6m/s 

工
事
中 

・ 建設機械(長

期)/工事用

車両 

＝周辺の生

活環境に著

しい影響を

及ぼさない

こと。 

・ 建設機械(短

期濃度) 

NO2:0.2ppm

以下 

SPM:0.2mg/m3

以下 

・ 建 設 機

械は、排

出 ガ ス

対 策 型

機 械 を

極 力 採

用 し ま

す。 

・ 機 械 の

集 中 稼

働 を 避

け た 合

理 的 な

作 業 計

画 を 十

分 検 討

します。 

・ 空 ぶ か

し の 排

除、アイ

ド リ ン

グ ス ト

ッ プ を

励 行 し

ます。  

（抜粋） 

建設機械

の汚染物

質排出量 

(長期) 

NOx 

24,148.5 

m3/年 

SPM 

1,635.6 

kg/年 

(短期) 

NOx 

13.16 

m3/年 

SPM 

0.94 kg/

年 

 

建設機械

最大稼働

台数 

・ 1,450

台/月 

・52 

台/日 

 

工事車両

の 走 行

(発生集

中) 

・ 1,236

台/日 

・建設機械の

稼働 

 (長期予測) 

NO2 0.034→

0.056ppm   

39.3％ 

SPM 0.033→

0.044mg/m3   

24.9％ 

 (短期予測) 

NO2 0.072～

0.082ppm   

<0.2 

SPM 0.125～

0.166mg/m3  

<0.2 

・工事車両の

走行 

 (長期予測) 

NO2 0.03449～

0.03931ppm: 

0.06～1.08% 

SPM 0.03328

～

0.03574mg/m3: 

0.03～0.44% 

 (短期予測) 

NO2  0.0027

～0.0146ppm  

<0.2 

SPM 0.0012

～0.0091mg/m3  

<0.2 

 

表 3.3-1 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

大
気
汚
染 

工
事
中 

・ 新事業計画により

建設機械の規格、稼

働台数は変わらな

い予定です。 

・ 新事業計画により

工事用車両の交通

量が増えることは

予定されていませ

ん。 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、建設機械の稼

働による環境影響は環

境保全目標を満足する

と評価します。 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、工事用車両の

走行による環境影響は

環境保全目標を満足す

ると評価します。 

 

 
 

表 3.3-1 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

大
気
汚
染 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、月

あたりの建設機械

の最大稼働台数は、

減少します。 

最大稼働台数： 

475台/月 

19台/日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの工事用車

両の最大交通量は、

減少します。 

工事車両の走行 

(発生集中)： 

772 台/日 

（386 台/日×2倍） 

 

（p.2-59～61 参照） 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量も減少

することから、建設機械

の稼働による環境影響

は環境保全目標とした

「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」「大気質の短期濃

度(1 時間値)のうち、二

酸化窒素に関しては、

「二酸化窒素に係る人

の健康影響に係る判定

基準について」（中央公

害対策審議会 昭和 53

年 3月）の答申に示され

る 短 期 曝 露 指 針 値

（0.2ppm）を超えないこ

と」及び「大気質の短期

濃度（1時間値）のうち、

浮遊粒子状物質に関し

て は 環 境 基 準

（0.2mg/m3）を超えない

こと」を満足すると評価

します。 

 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、工事用車

両の走行による環境影

響は環境保全目標とし

た「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」「大気質の短期濃

度(1 時間値)のうち、二

酸化窒素に関しては、

「二酸化窒素に係る人

の健康影響に係る判定

基準について」（中央公

害対策審議会 昭和 53

年 3月）の答申に示され

る 短 期 曝 露 指 針 値

（0.2ppm）を超えないこ

と」及び「大気質の短期

濃度（1時間値）のうち、

浮遊粒子状物質に関し

て は 環 境 基 準

（0.2mg/m3）を超えない

こと」を満足すると評価

します。 
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①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

表 3.3-2 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の
現況 

 
環境保全 

目標 

環境 
保全の
ための
措置 

主な環境影
響要因 

予測および
評価 

大
気
汚
染 

 

供
用
時 

・ 駐車場の利

用/関連車

両 

＝周辺の生

活環境に著

しい影響を

及ぼさない

こと。 

・ 省エネ

ルギー

型機器

の導入

等によ

り、熱

源施設

利用に

よる排

出ガス

の排出

量を抑

制しま

す。 

・ 熱源機

器の排

気口を

高い位

置に設

置し、

周辺環

境に影

響が最

小限と

なるよ

う配慮

し ま

す。 

・ 駐車場

の利用

に際し

ては、

不要な

空ぶか

しを防

止する

など、

駐車場

利用者

に駐車

場の適

正利用

を徹底

し ま

す。 

設備機器の稼

働による NOx
排出量 

・ A-3 地区 

0.2376Nm3/h 

・ A-4 地区 

0.7001Nm3/h 

 

駐車場利用 

・ 3,150 台/日 

 

関連車両の走

行(発生集中) 

・ 平日 7,600

台/日 

・ 休日 9,600

台/日 

 

・設備機器の

稼働 

NO2 

0.03406ppm: 

0.18% 

・駐車場の利

用 

NO2 

0.03406ppm: 

0.17% 

SPM 

0.03308mg/m3: 

0.24% 

・関連車両の

走行 

NO2  

0.03437～

0.03831ppm: 

0.06～0.17% 

SPM  

0.03323～

0.03506mg/m3: 

0.09～0.27% 

 

表 3.3-2 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

大
気
汚
染 

供
用
時 

・ 新事業計画により

設備機器の規格、稼

働台数は変わらな

い予定です。 

・ 新事業計画により

発生集中交通量が

減少することによ

って駐車場の利用

台数が減少するこ

とが想定されます。 

・ 新事業計画により

関連車両の走行台

数が減少します。 

平日 2,380 台/日 

休日 5,450 台/日 

 

 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、設備機器の稼

働による環境影響は環

境保全目標を満足する

と評価します。 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が減ると想定

されることから、駐車場

の利用による環境影響

は環境保全目標を満足

すると評価します。 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が減少するこ

とから、関連車両の走行

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 
 

表 3.3-2 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

大
気
汚
染 

供
用
時 

・ 今回の新事業計画

により、設備機器の

規格、稼働台数及び

稼働位置が変更に

なります。 

 

・最大着地濃度地点

は 計 画 地 北 側 約 

50m 付近に出現し、

将 来 濃 度 は

0.03407ppm と な

り 、 影 響 割 合 は

0.21%と予測されま

す。 

 

（p.3-13 参照） 

・今回の新事業計画によっ

て、周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない、

また、省エネルギー型機

器の導入や建築物の高断

熱化により、熱源施設利

用による排出ガスの排出

量を抑制することから、

環境保全目標とした「計

画建築物における施設の

稼働、駐車場の利用及び

関連車両の走行により、

周辺の生活環境に著しい

影響を及ぼさないこと」

を満足すると評価しま

す。 

 

・今回の新事業計画に

より、発生集中交通

量が減少すること

によって駐車場の

利用台数が減少す

ることが想定され

ます。 

・ 今回の新事業計画

により、関連車両の

走行台数は、「大規模

開発地区関連交通計

画マニュアル」等の

更新により減少しま

す。 

平日 2,337 台/日 

休日 2,649 台/日 

 

（p.2-29 参照） 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減る

と想定されることから、

駐車場の利用による環

境影響は環境保全目標

とした「計画建築物にお

ける施設の稼働、駐車場

の利用により、周辺の生

活環境に著しい影響を及

ぼさないこと」を満足す

ると評価します。 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、関連車両

の走行による環境影響

は環境保全目標とした

「計画建築物における施

設の稼働、関連車両の走

行により、周辺の生活環

境に著しい影響を及ぼさ

ないこと」を満足すると

評価します。 
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①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

表 3.3-3 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境 
保全 
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境 
影響要因 

予測および 
評価 

水
質
汚
濁 

文献その他の

資料調査(H12

～16) 

・ COD、BOD、

pH、DO、大

腸菌群数、

SS＝基準を

満足 

・ n-ヘキサン

抽出物質＝

定量下限値

未満 

・ T-N(横浜港

内、清水橋)

＝ 0.69 ～

2.1、1.1～

4.7mg/L 

・ T-P(横浜港

内、清水橋)

＝ 0.034 ～

0.36、0.05

～0.39mg/L 

・ ダイオキシ

ン類含有量

=基準を満

足 

 

現地調査 

・ COD、DO＝基

準を満足 

・ SS＝2.4～

4.1mg/L(夏

期 )、 2～

4mg/L( 冬

期) 

・ Chl-a＝7.7

～

16mg/L( 夏

期)、3.1～

16mg/L( 冬

期) 

・ 底質(有害

物質)溶出

＝基準を満

足 

工
事
中 

・ 護岸工

事に伴

う水質

への影

響 

＝水の

濁りの

発生を

極力抑

え、拡

散させ

ないこ

と。 

・ 護岸工

事に伴

う底質

からの

有害物

質の溶

出 

＝極力

発生さ

せない

こと。 

・ 護岸工事

中には、

周辺にフ

ロート式

の濁水防

止フェン

スを設置

し、濁り

の拡散を

防止しま

す。 

・ 局地的な

豪雨等に

よる濁水

の流出対

策 と し

て、十分

な容量を

もった排

水路や沈

砂槽の整

備を行う

と と も

に、豪雨

が見込ま

れる場合

には、海

域への流

出を防ぐ

ために緊

急避難的

な対策と

して土嚢

を設置し

ます。 

バックホウ

日施工量 

・ 180.0m3/日 

・ 水質(護岸工

事に伴う水

の濁り) 

護岸工事に

より発生し

た濁質分は、

ほとんどが 7

分程度で海

底に着底す

ると予測さ

れます。水位

測定地点近

傍の流れは 1

日を通じて

数 cm/s 程度

であり、移流

による濁り

の拡散は限

られると予

測されます。 

・ 底質(護岸工

事に伴い溶

出する有害

物質) 

＝水底土砂

に係る判定

基準に適合 

 

表 3.3-3 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

水
質
汚
濁 

工
事
中 

・ 新事業計画により、

バックホウ日施工

量が増えることは

予定されていませ

ん。 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、護岸工事によ

る環境影響は環境保全

目標を満足すると評価

します。 

 

表 3.3-3 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

水
質
汚
濁 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、護岸工事の

規模には変化はな

く、バックホウ日施

工量が増えること

は予定されていま

せん。 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が変わ

らないことから、護岸工

事による環境影響は環

境保全目標とした「護岸

工事に伴う水質への影

響については、水の濁り

の発生を極力抑え、拡散

させないことと」及び

「護岸工事に伴う底質

からの有害物質の溶出

については、極力発生さ

せないこと」を満足する

と評価します。なお、護

岸工事は終了していま

す。 
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①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

表 3.3-4 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

土
壌
汚
染 

現地調査 

・ 砒素、鉛、

六 価 ク ロ

ム ＝ 一 部

で 基 準 を

超過 

工
事
中 

・ 土壌汚

染 

＝周辺

環境へ

影響を

及ぼさ

ないこ

と。 

・ 汚染土壌

はシート

等により

覆い、極

力短期間

の仮置き

とするよ

う努めま

す。 

・ 汚染土壌

の 搬 出

は、荷台

からの土

壌落下防

止や飛散

防止に努

めます。 

・汚染土壌

の処理に

つ い て

は、土壌

汚染対策

法、横浜

市生活環

境の保全

等に関す

る条例に

準拠し、

適切な受

入場所へ

の搬出等

の処理を

行 い ま

す。 

汚 染 土 壌

の掘削 

・ 汚染土壌が存在

する可能性 

砒素、鉛、六価

クロムが検出さ

れる可能性があ

ります。 

・ 汚染土壌の発生

量及び適切な処

理方法 

 土壌汚染対策土

量約 19,000m3 

 

表 3.3-4 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

土
壌
汚
染 

工
事
中 

・ 新事業計画により、

汚染土壌量が増え

ることは予定され

ていません。 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、汚染土壌の掘

削による環境影響は環

境保全目標を満足する

と評価します。 

 

表 3.3-4 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

土
壌
汚
染 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、汚染土壌量

は著しく変わらな

いと考えます。ま

た、汚染土壌の処理

等の対策方針に変

更はありません。 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量に著し

い変更はないこと、ま

た、汚染土壌の処理等の

対策方針に変更はない

ことから、汚染土壌の掘

削による環境影響は環

境保全目標とした「計画

地内の土壌が露出、撹

乱、計画地外部への搬出

が行われる工事中を対

象に、横浜市生活環境の

保全等に関する条例に

基づく汚染土壌の適正

な処理・処分を行い、周

辺環境へ影響を及ぼさ

ないこと」を満足すると

評価します。 
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表 3.3-5 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

騒 

音 

現地調査 

・ 環境騒音

＝基準を

満足 

・ 道路交通

騒音＝基

準を超過 

工
事
中 

・ 建設機

械の稼

働 

＝ 85dB

以下 

・ 工事用

車両の

走行 

＝周辺

の生活

環境に

著しい

影響を

及ぼさ

ないこ

と。 

・ 低騒音型

建設機械

の採用に

努め、騒

音の影響

の少ない

工法を選

定 し ま

す。 

・ 工事車両

が一時的

に集中し

な い よ

う、計画

的かつ効

率的な運

行を行い

ます。  

（抜粋） 

建 設 機 械

の 稼 働 台

数 

・ 6 ヶ月目

(解体工

事等): 

32 台/日 

・ 11 ヶ月

目(山留

工事、杭

工事、土

工 事

等):  

51台/日 

・ 17 ヶ月

目(地下

及 び 地

上 躯 体

工 事

等):  

52台/日 

 

工 事 車 両

の走行(発

生集中) 

・ 1,236 

台/日 

・建設機械の稼働

(11 ヶ月目) 

 ＝73.0～79.7dB 

< 85dB 

・工事用車両等の

走行 

 平日予測等価騒

音(増加量) 

 栄本町線昼間

68.0dB(1.0dB) 

 万国橋通り昼間

65.4dB(0.4dB) 

 一般国道 133 号

昼 間

73.5dB(0.5dB) 

供
用
時 

・ 設備機

器の稼

働 

＝ 50dB

以下 

・ 関連車

両の走

行 

＝周辺

の環境

に著し

い影響

を及ぼ

さない

こと。 

・ 屋外に設

置する設

備機器に

つ い て

は、発生

騒音の低

減に考慮

したもの

を採用し

ます。 

・ 居住者や

施設の利

用者に対

し、無用

な空ぶか

し、急加

速等の高

負荷運転

はしない

よう騒音

を低減す

るための

協力を促

します。 

（抜粋） 

予 測 点 別

屋 上 設 備

機器 

・ A-1 地

区：室外

機 37 台 

・ A-2 地

区：室外

機 27 台 

・ A-3 地

区：冷却

塔 3台 

・ A-4 地

区：冷却

塔 5台 

 

関 連 車 両

の走行(発

生集中) 

・ 平日 

7,600 

台/日 

・ 休日 

9,600 

台/日 

・設備機器の稼働 

 ＝防音壁なし: 

48.2dB < 50dB 

  防音壁あり: 

44.6dB < 50dB 

・関連車両の走行 

 予測等価騒音

(増加量) 

栄本町線 

平日昼間

67.6dB(0.6dB) 

休日昼間

67.8dB(0.8dB) 

栄本町線 

平日昼間

65.6dB(0.6dB) 

休日昼間

67.8dB(0.8dB) 

万国橋通り 

平日昼間

73.2dB(0.6dB) 

休日昼間

72.4dB(0.4dB) 

 

表 3.3-5 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

騒 

音 

工
事
中 

・ 新事業計画により、

建設機械の規格、稼

働台数は変わらな

い予定です。 

・ 新事業計画により、

工事用車両の交通

量が増えることは

予定されていませ

ん。 
－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、建設機械の稼

働による環境影響は環

境保全目標を満足する

と評価します。 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、工事用車両の

走行による環境影響は

環境保全目標を満足す

ると評価します。 

供
用
時 

・ 新事業計画により、

発生集中交通量が

減少することによ

って駐車場の利用

台数が減少するこ

とが想定されます。 

・ 新事業計画により

関連車両の走行台

数が減少します。 

平日 2,380 台/日 

休日 5,450 台/日 

 

－ 

・新事業計画によって、環

境負荷量が減ると想定

されることから、駐車場

の利用による環境影響

は環境保全目標を満足

すると評価します。 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が減少するこ

とから、関連車両の走行

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 

表 3.3-5 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

騒 

音 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの建設機械

の最大稼働台数は、

減少します。 

最大稼働台数： 

19台/日 

 

 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの工事用車

両の最大交通量は、

減少します。 

工事車両の走行 

(発生集中)： 

772 台/日 

 (386 台/日×2倍) 

 

(p.2-59～61 参照) 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量も減少

することから、建設機械

の稼働による環境影響

は環境保全目標とした

「「騒音規制法」に基づ

く特定建設作業に伴っ

て発生する騒音の規制

基準値（85dB）以下」を

満足すると評価します。 

 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、工事用車

両の走行による環境影

響は環境保全目標とし

た「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」を満足すると評価

します。 

 

供
用
時 

・ 今回の新事業計画

により、設備機器の

規格、稼働台数及び

稼働位置が変更に

なります。 

 

(p.3-19,21 参照 

・計画地敷地境界に

おける騒音レベル

の最大値は、計画地

東側で 46.0dB と予

測されます。 

 

・ 今回の新事業計画によ

って、計画建築物の外部

に設置された設備機器

の稼働による騒音は、計

画地敷地境界おいて、

46.0dB と予測されこと

から、環境保全目標とし

た「「横浜市生活環境の

保全等に関する条例」の

規制基準のうち、商業地

域の夜間の規制基準

（50dB）以下」を満足す

ると評価します。 

 

・ 今回の新事業計画

により関連車両の

走行台数は、「大規

模開発地区関連交

通計画マニュアル」

等の更新により減

少します。 

平日 2,337 台/日 

休日 2,649 台/日 

 

（p.2-29 参照） 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、関連車両

の走行による環境影響

は環境保全目標とした

「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」を満足すると評価

します。 
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表 3.3-6 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

振 

動 

現地調査 

・ 環境振動 

＝昼間、夜

間ともに

30dB 未満 

・ 道路交通

振動 

＝基準を

満足 

工
事
中 

・ 建設機

械の稼

働 

＝ 75dB

以下 

・ 工事用

車両の

走行 

＝周辺

の生活

環境に

著しい

影響を

及ぼさ

ないこ

と。 

・ 低振動型

建設機械

の採用に

努め、振

動の影響

の少ない

工法を選

定 し ま

す。 

・ 工事用車

両が一時

的に集中

しないよ

う、計画

的かつ効

率的な運

行を行い

ます。 

（抜粋） 

 

建 設 機 械

の 稼 働 台

数 

・ 6 ヶ月目

(解体工

事 等 ): 

32 台/日 

・ 11 ヶ月

目(山留

工事、杭

工事、土

工 事

等):  

51台/日 

・ 17 ヶ月

目(地下

及 び 地

上 躯 体

工 事

等):  

52台/日 

 

工 事 車 両

の走行(発

生集中) 

・ 1,236 

台/日 

・建設機械の稼働 

  ＝65.7dB  

< 75dB 

・工事用車両の走

行 

 平日予測振動レ

ベル(増加量) 

 栄本町線 

昼間

41.5dB(2.5dB) 

 万国橋通り 

昼間

41.4dB(1.4dB) 

 一般国道 133号

昼間

39.7dB(0.7dB) 

 

供
用
時 

・ 関連車

両の走

行 

＝周辺

の生活

環境に

著しい

影響を

及ぼさ

ないこ

と。 

・ 計画建築

物関連車

両 の う

ち、物品

搬入等に

係る車両

について

は、過積

載 の 防

止、制限

速度の遵

守を指導

し、振動

発生防止

に努めま

す。 

関 連 車 両

の走行(発

生集中) 

・ 平日 

7,600 

台/日 

・ 休日 

9,600 

台/日 

 

・関連車両の走行 

 予測振動レベル

(増加量) 

 栄本町線 

平日昼間

39.4dB(0.4dB) 

休日昼間

37.3dB(0.3dB) 

 

 万国橋通り 

平日昼間

40.6dB(0.6dB) 

休日昼間

39.6dB(1.6dB) 

 

 一般国道 133 号

平日昼間 39.1dB 

(0.1dB) 

休日昼間 38.4dB 

(0.4dB) 
 

表 3.3-6 環境影響の変化の総合的な比較評価 

新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

振 

動 

工
事
中 

・ 新事業計画により、

建設機械の規格、稼

働台数は変わらな

い予定です。 

・ 新事業計画により

工事用車両の交通

量が増えることは

予定されていませ

ん。 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、建設機械の稼

働による環境影響は環

境保全目標を満足する

と評価します。 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、工事用車両の

走行による環境影響は

環境保全目標を満足す

ると評価します。 

 

供
用
時 

・ 新事業計画により、

関連車両の走行台

数が減少します。 

平日 2,380 台/日 

休日 5,450 台/日 

 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が減少するこ

とから、関連車両の走行

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 

表 3.3-6 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

振 

動 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの建設機械

の最大稼働台数は、

減少します。 

最大稼働台数： 

19台/日 

 

 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの工事用車

両の最大交通量は、

減少します。 

工事車両の走行 

(発生集中)： 

772 台/日 

(386 台/日×2 倍) 

 

(p.2-59～61 参照) 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量も減少

することから、建設機械

の稼働による環境影響

は環境保全目標とした

「振動規制法」に基づく

特定建設作業に伴って

発生する振動の規制基

準値（75dB 以下）」を満

足すると評価します。 

 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、工事用車

両の走行による環境影

響は環境保全目標とし

た「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」を満足すると評価

します。 

供
用
時 

・ 今回の新事業計画

により、関連車両の

走行台数は、「大規

模開発地区関連交

通計画マニュアル」

の更新により減少

します。 

平日 2,337 台/日 

休日 2,649 台/日 

 

（p.2-29 参照） 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、関連車両

の走行による環境影響

は環境保全目標とした

「周辺の生活環境に著

しい影響を及ぼさない

こと」を満足すると評価

します。 
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表 3.3-7 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

地
盤
沈
下 

現地調査 

・ 地盤沈下 

一部沈下

傾向にあ

るが、ここ

3～4 年ほ

どは収束

の傾向 

・ 地下約 0～

5m＝盛土、

旧砂州 等 

・ 5～20m：上

総層群、海

成層 

・ 20m 以深：

上総層群 
工
事
中 

・ 地盤沈

下 

＝極力

生じさ

せない

こと。 

・ 基礎工事

では、地

盤変動を

発生させ

ないよう

計測管理

を 行 う

等、安全

な施工に

努 め ま

す。 

・ 地下掘削

では、掘

削底面や

山留壁か

らの地下

水の湧出

を極力防

止 し ま

す。 

・ 地下シー

ルドトン

ネル近接

工 事 で

は、列車

走行の安

全性を確

認しなが

ら施工を

行 い ま

す。 

掘削工事 ・ 掘削工事 

約 10～21m の深

さで掘削を行い

ますが、外周部

の山留壁は約

15～31.5m 深さ

まで打設し、上

総層中まで到達

させる予定で

す。止水性の高

い山留壁の設置

により、周辺の

地下水が掘削区

域内に湧出する

ことが少なく、

周辺の地下水位

低下を誘引しま

せん。 

低
周
波
音 

－ 
供
用
時 

・ 低周波

音 

＝ G 特

性音圧

レベル

で

100dB

以下 

・ 施設の配

置につい

て、周辺

への影響

に配慮し

ます。 

・ 主要な設

備機器に

ついて、

低周波音

の発生を

抑制した

機器の採

用に努め

るととも

に整備点

検を徹底

します。 

空 調 機 冷

却塔 

・ A-3 地

区：冷却

塔 1台 

・ A-4 地

区：冷却

塔 3台 

 

・ 空調機冷却塔の

稼働 

＝計画地南西側  

59.9dB<100dB 

計画建築物内

57.0～65.0dB 

<100dB 

 

表 3.3-7 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
盤
沈
下 

工
事
中 

・ 新事業計画により、

掘削深度が増える

こと等は予定され

ていません。 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、掘削工事によ

る環境影響は環境保全

目標を満足すると評価

します。 

低
周
波
音 

供
用
時 

・ 新事業計画により、

空調機冷却塔の規

格、稼働台数は変わ

らない予定です。 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が変わらない

ことから、空調機冷却塔

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 

表 3.3-7 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
盤
沈
下 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、掘削規模が

若干増えるものの、

山留工事、土工事及

び地下躯体工事等

の工法に変更はな

く、掘削工事の施工

量は、若干増加する

が著しく変わらな

いと考えられます。 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量は若干

変化するが、山留工事、

土工事及び地下躯体工

事等の工法に変更はな

く、掘削工事の施工量

は、若干増加するが著し

く変わらないことから、

掘削工事による環境影

響は環境保全目標とし

た「本事業の掘削工事に

伴う地盤沈下について

は、極力生じさせないこ

と」を満足すると評価し

ます。 

 

低
周
波
音 

供
用
時 

・ 今回の新事業計画

により、空調機冷却

塔の規格、稼働台数

及び稼働位置が変

更になります。 

空調機冷却塔 

・ A-1・2 地区 

：冷却塔 5台 

 

(p.3-27 参照) 

 

・計画地敷地境界に

おける G 特性音圧

レベルの最大値は、

敷 地 境 界 で

53.1dB、計画建築物

内の宿泊施設及び

共同住宅階等では、

51.4～54.9dB と予

測されます。 

・ 今回の新事業計画によ

って、計画建築物の外部

に設置された空調機冷

却塔の稼働によるG特性

音圧レベルは、計画地敷

地境界において、環境保

全目標である100dBを下

回ることから、環境保全

目標とした「「低周波音

の測定方法に関するマ

ニュアル」（環境庁大気

保全局 平成 12 年 10

月）参考資料に示されて

いる低周波音の感覚閾

値である概ね 100dB 以

下」を満足すると評価し

ます。 

 
 



3-109 
 

 

①評価書（平成 19 年） ②比較資料その１（平成 25 年） ③比較資料その２（今回） 

表 3.3-8 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保
全目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

電
波
障
害 

・事業計画

区域周辺

において、

遮へい障

害及び反

射障害の

発生が予

測される

地域を対

象に、206

地点にお

いて電波

受信状況

の調査を

行った結

果、評価ラ

ンク D(不

良)が最も

多く測定

されまし

た。 

供
用
時 

・ 電波受

信状況 

＝現況

を悪化

させな

い こ

と。 

・本事業に

起因する

テレビ電

波受信障

害に対し

ては、障

害の実態

を調査、

確 認 の

上、必要

に応じて

受信アン

テナの改

善や共同

受信施設

の設置等

の適切な

対策を行

うことと

します。 

（抜粋） 

計画建築物

の存在 

・A-1 地区 

最高高さ  

約 60m 

延床面積  

約 

10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ  

約 170m 

延床面積  

約 

68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ  

約 36m 

延床面積  

約 

21,740m2 

・A-4 地区 

最高高さ  

約 220m 

延床面積  

約 

159,470m2 

・遮へい障害(地

上アナログ波) 

東京局:  

方向 SSW、最大

障 害 距 離 約

20.2km、最大障

害幅約 450m 

横浜局: 

方向 SSW、最大

障 害 距 離 約

21.3km、最大障

害幅約 560m 

・ 反射障害(地上

アナログ波) 

東京局:  

方向NE及びSE、

最大障害距離

約9.5km及び約

1.7km、最大障

害幅約 450m 及

び約 1,700m 

横浜局: 

方向NE及びSE、

最大障害距離

約 23.4km 及び

約 6.7km、最大

障害幅約 650m

及び約 3,300m 

・ 遮へい障害(衛

星放送) 

方向 NE、最大障

害距離約 220m

及び約 160m、最

大 障 害 幅 約

140m 及 び 約

160m 
 

表 3.3-8 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

電
波
障
害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1 地区 

最高高さ 約 60m 

延床面積 

 約 10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ 約 170m 

延床面積 

 約 68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

・遮へい障害(地上

デジタル波) 

横浜局:  

方向 SW、 

最大障害距離約

90m、 

最 大 障 害 幅 約

300m 

東京スカイツリ

ー: 

方向 SW、 

最大障害距離約

500m、最大障害幅

約 130m 

・ 遮へい障害(衛星

放送) 

方向 NE、 

最大障害距離約

240m、180m 及び約

170m、 

最 大 障 害 幅 約

180m、140m 及び約

180m 

・ 以前の計画と比べて、新

事業計画によって環境

影響は悪化しないと予

測されました。 

・ 遮へい障害が一部の地

域において発生すると

予測されます。しかし、

障害の実態を調査、確認

の上、必要に応じて受信

アンテナの改善や共同

受信施設の設置等によ

り、環境保全目標を満足

すると評価します。 

 

表 3.3-8 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

電
波
障
害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1・2 地区 

最高高さ 約 162m 

延床面積 

 約 98,960m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

 

（p.2-9、14、17 参照） 

・遮へい障害(地上

デジタル波) 

横浜局:  

方向 SW、 

最大障害距離約

90m、 

最 大 障 害 幅 約

300m 

東京スカイツリ

ー: 

方向 SW、 

最大障害距離約

500m、 

最 大 障 害 幅 約

130m 

・ 遮へい障害(衛星

放送) 

方向 NE、 

最大障害距離約

240m、180m 及び約

170m、 

最 大 障 害 幅 約

180m、140m 及び約

180m 

 

・比較資料その 1の計画と

比べて、今回の新事業計

画による環境影響は同

程度、又は著しく悪化し

ないと予測されました。 

・ 遮へい障害が一部の地

域において発生すると

予測されます。しかし、

障害の実態を調査、確認

の上、必要に応じて受信

アンテナの改善や共同

受信施設の設置及びケ

ーブルテレビ（CATV）の

活用等により、環境保全

目標とした、現況の電波

受信状況を悪化させな

いことを満足すると評

価します。 
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表 3.3-9 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保
全目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

日
照
阻
害 

・計画地及び

周 辺 の 用

途 地 域 は

商 業 地 域

であり、日

影 規 制 の

対 象 地 域

に は 指 定

さ れ て い

ません。 

供
用
時 

・ 日照阻

害 

＝計画

建築物

の存在

による

日影が

居住環

境に著

しい影

響を及

ぼさな

い こ

と。 

・計画地周

辺の日照

に極力影

響を及ぼ

さないよ

う配置・

形状等に

配慮しま

す。 

計画建築物

の存在 

・A-1 地区 

最高高さ  

約 60m 

延床面積  

約 

10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ  

約 170m 

延床面積  

約 

68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ  

約 36m 

延床面積  

約

21,740m2 

・A-4 地区 

最高高さ  

約 220m 

延床面積  

約 

159,470m2 

 

・日影時間 

日本丸メモリ

アルパーク: 

1～2 時間(冬

至)、1 時間(春

分・秋分) 

運河パーク: 

1 時間(冬至)、

1時間(春分・秋

分) 

汽車道: 

1～3 時間(冬

至)、1 時間(春

分・秋分) 

・ 冬至日影 

2 時間以上に及

ぶ範囲は、計画

地から最大で

約 150m と予測

されますが、そ

のほとんどが

北側の海水面

です。 

 
 

表 3.3-9 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

日
照
阻
害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1 地区 

最高高さ 約 60m 

延床面積 

 約 10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ 約 170m 

延床面積 

 約 68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

・日影時間 

日本丸メモリアル

パーク: 

1 時間(冬至)、1時

間(春分・秋分) 

運河パーク: 

1 時間(冬至)、1時

間(春分・秋分) 

汽車道: 

1～3 時間(冬至)、

1 時間(春分・秋

分) 

・ 冬至日影 

2 時間以上に及ぶ

範囲は、計画地か

ら最大で約 150m

と予測されます

が、そのほとんど

が北側の海水面で

す。 

 

・ 以前の計画と比べて、新

事業計画によって環境

影響は悪化しないと予

測されました。 

・ 計画建築物による日影

は公共性の高い施設及

び居住地の環境に著し

い影響を及ぼさないと

考えます。よって、環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 
 

表 3.3-9 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

日
照
阻
害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1・2 地区 

最高高さ 約 162m 

延床面積 

 約 98,960m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

約 159,470m2 

 

（p.2-9、14、17 参照） 

・日影時間 

日本丸メモリアル

パーク: 

1 時間(冬至)、1時

間(春分・秋分) 

運河パーク: 

1 時間(冬至)、1時

間(春分・秋分) 

汽車道: 

1～3 時間(冬至)、

1 時間(春分・秋

分) 

・ 冬至日影 

2 時間以上に及ぶ

範囲は、計画地か

ら最大で約 150m

と予測されます

が、そのほとんど

が北側の海水面で

す。 

 

・ 評価書及び比較資料そ

の１の計画と比べて、今

回の新事業計画による

環境影響は同程度、又は

著しく悪化しないと予

測されました。 

・ 計画建築物による日影

は公共性の高い施設及

び居住地の環境に著し

い影響を及ぼさないと

考えます。よって、環境

保全目標とした「計画建

築物の存在による日影

が居住環境に著しい影

響を及ぼさないこと」を

満足すると評価します。 
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表 3.3-10 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保
全目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

風 

害 

・横浜地方気

象 台 に お

け る 日 最

大 平 均 風

速(H8～17

年)の風向

は 北 の 風

の 頻 度 が

高く、風速

は 5.1 ～

6.0m/s の

風 の 頻 度

が 高 く な

っ て い ま

す。 

供
用
時 

・ 計画建

築物に

起因す

るビル

風 

 ＝周辺

の風環

境に著

しい影

響を与

えない

こと。 

・風環境に

極力配慮

し た 配

置、形状

等に考慮

するとと

もに、必

要に応じ

て敷地外

周部に常

緑樹及び

防風フェ

ンス等に

よる防風

対策を実

施 し ま

す。 

計画建築物

の存在 

・A-1 地区 

最高高さ  

約 60m 

延床面積  

約 

10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ  

約 170m 

延床面積  

約 

68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ  

約 36m 

延床面積  

約 

21,740m2 

・A-4 地区 

最高高さ  

約 220m 

延床面積  

約 

159,470m2 

・風環境 

現況: 

101 地点(ラン

ク 1)、30 地点

(ランク2)、3地

点(ランク 3)、

1 地点(ランク

4) 

供用時（防風対

策 が な い 場

合）: 

129 地点(ラン

ク 1)、40 地点

(ランク 2)、13

地 点 ( ラ ン ク

3)、3地点(ラン

ク 4) 

供用時（防風対

策を行った場

合）: 

139 地点(ラン

ク 1)、38 地点

(ランク2)、8地

点(ランク 3)、

0 地点(ランク

4) 
 

表 3.3-10 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

風 

害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1 地区 

最高高さ 約 60m 

延床面積 

 約 10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ 約 170m 

延床面積 

 約 68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

・風環境 

現況: 

101 地点(ランク

1)、30 地点(ラン

ク 2)、3地点(ラン

ク 3)、1地点(ラン

ク 4) 

供用時（防風対策

がない場合）: 

122 地点(ランク

1)、56 地点(ラン

ク 2)、21 地点(ラ

ンク 3)、3地点(ラ

ンク 4) 

供用時（防風対策

を行った場合）: 

131 地点(ランク

1)、58 地点(ラン

ク 2)、13 地点(ラ

ンク 3)、0地点(ラ

ンク 4) 

 

・ 以前の計画と比べて、新

事業計画によって環境

影響は著しく悪化しな

いと予測されました。 

・ 汽車道は公園的な使用

用途であることから、関

係機関と事後調査の内

容及び事後調査後の対

応方針について協議を

行い、風環境の対策に努

めます。よって、環境保

全目標を満足すると評

価します。 

 

表 3.3-10 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

風 

害 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1・2 地区 

最高高さ 約 162m 

延床面積 

 約 98,960m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

 

（p.2-9、14、17 参照） 

・風環境 

現況: 

101 地点(ランク

1)、30 地点(ラン

ク 2)、3地点(ラン

ク 3)、1地点(ラン

ク 4) 

供用時（防風対策

がない場合注1）: 

123 地点(ランク

1)、74 地点(ラン

ク 2)、13 地点(ラ

ンク 3)、0地点(ラ

ンク 4) 

供用時（防風対策

を行った場合注2）: 

123 地点(ランク

1)、78 地点(ラン

ク 2)、9地点(ラン

ク 3)、0地点(ラン

ク 4) 

 

・ 評価書及び比較資料そ

の１の計画と比べて、今

回の新事業計画によっ

て環境影響は著しく悪

化しないと予測されま

した。 

・ 汽車道は公園的な使用

用途であることから、関

係機関と事後調査の内

容及び事後調査後の対

応方針について協議を

行い、風環境の対策に努

めます。よって、環境保

全目標とした、計画建築

物に起因するビル風が、

周辺の風環境に著しい

影響を与えないことを

満足すると評価します。 

注 1）防風対策がない場合：A-3 地区、A-4 地区には、防風対策ある状態。 

注 2）防風対策を行った場合：全地区防風対策ある状態。 
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表 3.3-11 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の 
現況 

 
環境保全

目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境 
影響要因 

予測および 
評価 

廃
棄
物
・
発
生
土 

・ 横浜市に

おける産

業廃棄物

発生量は

平 成 10

年度と15

年度を比

較すると

増加して

います。

一方最終

処 分 量

は、平成

13年度か

ら急増し

ています

が、これ

は統計方

法の変更

によるも

のです。 

・ 横浜市に

おける平

成 17 年

度の一般

廃棄物収

集量は、

前年度に

比べ11％

減少して

います。 

・ 一般廃棄

物の処理

は、焼却・

埋立量が

86％、資

源化量が

14％でし

た。 

現地調査 

・ 地下水位

＝ GL-

2.25 ～

3.16m 

・ 透水係数

＝1.74×

10-3 ～

1.29 ×

10-2cm/s 

工
事
中 

・ 廃棄物・

発 生 土

の発生 

＝ 工 事

に よ っ

て 発 生

す る 廃

棄物・建

設 発 生

土 の 適

正 な 処

理・処分

が 行 わ

れ る こ

と。 

・ 建 設 工

事 に 伴

い 発 生

す る 建

設 副 産

物 に つ

いては、

分 別 保

管 を 行

い、可能

な 限 り

再 資 源

化 を 図

ります。 

（抜粋） 

計画建築物の

存在 

・ A-1 地区(業

務施設、商

業施設) 

最高高さ  

約 60m 

延床面積  

約 10,880m2 

・ A-2 地区(共

同住宅、商

業施設) 

最高高さ  

約 170m 

延床面積  

約 68,450m2 

・ A-3 地区(業

務施設、商

業施設) 

最高高さ  

約 36m 

延床面積 

約 21,740m2 

・ A-4 地区(共

同住宅、ホ

テル、業務

施設、商業

施設、文化

施設) 

最高高さ  

約 220m 

延床面積  

約 

159,470m2 

・既存建築物の

解体による廃

棄物発生量:  

約 49,000t 

・計画建築物の

建設工事によ

る廃棄物発生

量: 

 約 6,000t 

・建設発生土:  

約 189,000m3 

供
用
時 

・ 廃棄物

の発生 

＝施設

の供用

により

発生す

る廃棄

物の適

正な処

理・処

分が行

われる

こと。 

・ 横 浜 市

一 般 廃

棄 物 処

理 基 本

計画(横

浜 G30

プラン)

で 定 め

ら れ て

い る 事

業 者 の

G30 行

動 に 基

づき、ご

み の 発

生抑制、

再利用・

再使用、

リ サ イ

ク ル 及

び 減 量

化 に 努

め る と

ともに、

適 正 な

処 理 処

分 を 行

います。 

・計画建築物か

ら発生する廃

棄物: 

 最 大 で 約

9,852kg/日 

 
 

表 3.3-11 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

廃
棄
物
・
発
生
土 

工
事
中 

計画建築物の存在 

・ A-1地区(業務施設、

商業施設) 

最高高さ 約 60m 

延床面積 

 約 10,880m2 

・ A-2地区(共同住宅、

商業施設) 

最高高さ 約 170m 

延床面積 

 約 68,450m2 

・ A-3地区(結婚式場) 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区(共同住宅、

業務施設、商業施

設、文化施設) 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、建設工事によ

る環境影響は環境保全

目標を満足すると評価

します。 

供
用
時 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、施設の供用に

よる環境影響は環境保

全目標を満足すると評

価します。 

 
 

表 3.3-11 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

廃
棄
物
・
発
生
土 

工
事
中 

計画建築物の存在 

・ A-1・2 地区（共同住

宅、宿泊施設) 

最高高さ 約 162m 

延床面積 

 約 98,960m2 

・ A-3地区(結婚式場) 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区(共同住宅、

業務施設、商業施

設、文化施設（一部

宿泊施設含む）) 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

 

（p.2-9 参照） 

・既存建築物の解体

による廃棄物発生

量:  

約 49,000t 

・計画建築物の建設

工事による廃棄物

発生量:  

約 6,000t 

・建設発生土:  

約 215,000m3 

・ 今回の新事業計画によ

って、建設発生土量は若

干増加するが、既存建築

物の解体及び計画建築

物の建設工事による廃

棄物発生量は同程度で

あることから、建設工事

による環境影響は環境

保全目標とした「工事に

よって発生する廃棄物

の適正な処理・処分が行

われること」を満足する

と評価します。 

 

供
用
時 

・計画建築物から発

生する廃棄物: 

最大で 

約 9,990kg/日 

・ 今回の新事業計画によ

る環境負荷量は、評価書

と同程度であることか

ら、施設の供用による環

境影響は環境保全目標

とした「施設の供用によ

り発生する廃棄物の適

正な処理・処分が行われ

ること」を満足すると評

価します。 
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表 3.3-12 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の
現況 

 
環境保全 

目標 

環境保全 
のための 

措置 

主な環境 
影響要因 

予測および 
評価 

水 

象 

 

工
事
中 

・ 地下水流

への影響 

＝山留壁

が周辺の

地下水流

に著しい

影響を及

ぼさない

こと。 

・ 掘削底面

や山留壁

からの地

下水の湧

出を極力

防止する

とともに、

地下水の

揚水を可

能な限り

抑制し、地

下水流へ

の影響軽

減に努め

ます。 

山留壁の設置 

・ 打設深さ  

約 15～

31.5m 

・ 地下水流への

影響 

透水試験の結

果によれば、

地下水位より

深い位置に、

旧砂州層（透

水性は中位程

度）が連続し

て分布してい

ることから、

地下水流の迂

回がはかられ

る と 考 え ら

れ、地下水流

が著しく阻害

される可能性

は小さいと予

測されます。 
 

表 3.3-12 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

水 

象 

工
事
中 

・ 新事業計画により

山留壁の打設深さ

が増えることは予

定されていません。 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、山留壁の設置

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

 

表 3.3-12 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

水 

象 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、掘削規模が

若干増えるものの、

山留工事、土工事及

び地下躯体工事等

の工法に変更はな

く、掘削工事の施工

量は、若干増加する

が著しく変わらな

いと考えられます。 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量は若干

変化するが、山留工事、

土工事及び地下躯体工

事等の工法に変更はな

く、掘削工事の施工量は

著しく変わらないこと

から、山留壁の設置によ

る環境影響は環境保全

目標とした「建設工事に

伴って打設する山留壁

が、周辺の地下水流に著

しい影響を及ぼさない

こと」を満足すると評価

します。 
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表 3.3-13 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および 
評価 

植
物
・
動
物 

現地調査 

・ 動 物 プ ラ

ン ク ト ン

＝ 出 現 種

数19種(冬

季)、13 種

(夏季) 

・ 植 物 プ ラ

ン ク ト ン

＝23 種(冬

季)、21 種

(夏季) 

・ 底 生 生 物

＝23 種(冬

季)、20 種

(夏季) 

・ 付 着 生 物

(動物)＝

29 種 ( 冬

季)、35 種

(夏季) 

・ 付 着 生 物

(植物)＝1

種(冬季)、

1種(夏季) 

・ 魚介類＝4

種(冬季)、

7種(夏季) 

工
事
中 

・ 水生生

物の状

況 

＝護岸

工事に

よる水

生生物

の生息

環境に

著しい

影響を

及ぼさ

ないこ

と。 

・ 濁水防止

フェンス

の設置に

より、水

生生物の

生育・生

息環境の

保全に努

めます。 

・ 護岸の整

備にあた

っては、

魚介類や

付 着 生

物、底生

生物等が

生息でき

る環境づ

くりに配

慮したも

のとしま

す。 

護岸工事 ・ 水生生物の状

況 

濁りの拡散影

響により水生

生物の摂食活

動、光合成、生

存率及び群集

組成などの変

化は少ないと

予測されます。 

 

表 3.3-13 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

植
物
・
動
物 

工
事
中 

・ 新事業計画により

護岸工事の規模が

増えることは予定

されていません。 

－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、護岸工事によ

る環境影響は環境保全

目標を満足すると評価

します。 

 

表 3.3-13 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

植
物
・
動
物 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により護岸工事の

規模が増えること

は予定されていま

せん。 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って環境負荷量が変わ

らないことから、護岸工

事による環境影響は環

境保全目標とした「護岸

工事による水生生物の

生息環境に著しい影響

を及ぼさないこと」を満

足すると評価します。な

お、護岸工事は終了して

います。 
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表 3.3-14(1) 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の 
現況 

 
環境保全

目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および 
評価 

地
域
社
会 

現地調査 

公共施設等

の状況 

・ JR桜木町

駅、横浜

市営地下

鉄桜木町

駅、みな

とみらい

線馬車道

駅があり

ます。 

 

学校区及び

通学路の状

況 

・ 本町小学

校及び吉

田中学校

の学区と

なってい

ます。 

 

自治会等の

状況 

・ 弁天通町

内会等、

11の町内

会があり

ます。 

 

公共交通機

関の状況 

・ JR 東 日

本、横浜

市営地下

鉄線、み

なとみら

い線、横

浜市営バ

ス、神奈

川中央交

通バス、

横浜京急

バス、相

模鉄道バ

スがあり

ます。 

 

工
事
中 

・ 交通混

雑 

＝交通

状況に

及ぼす

影響を

極力抑

えるこ

と。 

・ 交通安

全 

＝歩行

者等の

安全な

通行が

確保さ

れるこ

と。 

・ 周 辺 住

民 の 交

通 安 全

の た め

に 仮 囲

い の 設

置 や 誘

導 員 の

配 置 等

に 配 慮

します。 

・ 走 行 速

度 の 厳

守 を 徹

底 し ま

す。 

・ 付 近 の

道路等、

安 全 上

必 要 な

箇 所 に

は 交 通

整 理 員

を 配 置

し、安全

管 理 に

努 め ま

す。 

・ 工 事 用

車 両 に

よ る 交

通 渋 滞

が 極 力

発 生 し

な い よ

うに、計

画 地 内

に 工 事

用 車 両

の 待 機

ス ペ ー

ス を 確

保 し ま

す。 

工 事 車 両

の走行(発

生集中) 

・1,236 

台/日 

・ 交通混雑 

＝交差点飽和

度 

本町 4丁目： 

0.530(ピーク

17～18 時) 

桜木町駅前： 

0.392(ピーク

16～17 時) 

サークルウォ

ーク： 

0.279(ピーク

15～16 時) 

海岸通り 4 丁

目： 

0.387(ピーク

16～17 時) 

本町 5丁目： 

0.528(ピーク

17～18 時) 

本町 3丁目： 

0.679(ピーク

16～17 時) 

・ 交通安全 

工事用車両の

走行ルートは、

歩行者と自動

車の分離が図

られています。 

 

表 3.3-14 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
域
社
会 

工
事
中 

・ 新事業計画により

工事用車両の交通

量が増えることは

予定されていませ

ん。 
－ 

・ 新事業計画によって環

境負荷量が変わらない

ことから、工事用車両の

走行による環境影響は

環境保全目標を満足す

ると評価します。 

 

表 3.3-14 環境影響の変化の総合的な比較評価 
今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
域
社
会 

工
事
中 

・ 今回の新事業計画

により、各地区を段

階的に工事するこ

ととなったため、日

あたりの工事用車

両の最大交通量は、

減少します。 

工事車両の走行 

(発生集中)： 

772 台/日 

(386 台/日×2 倍) 

 

(p.2-59～61 参照) 

 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、工事用車

両の走行による環境影

響は環境保全目標とし

た「交通混雑について

は、交通状況に及ぼす影

響を極力抑えること」及

び「交通安全について

は、歩行者等の安全な通

行が確保されること」を

満足すると評価します。 
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表 3.3-14(2) 環境影響の変化の総合的な比較評価 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境 
保全 
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環
境影響
要因 

予測および 
評価 

地
域
社
会 

避難場所の状況 

・ 横浜公園等、

9 の避難場所

があります。 

 

生活道路の状況 

・ ピーク時間帯

の交通量＝97

～2,408 台/

時間(平日) 

・ ピーク時間帯

の歩行者交通

量 

＝ 128 ～ 236

人/15 分(平

日) 

・ 交差点飽和度 

＝ 0.272 ～

0.557(平日) 

 

交通安全の状況 

・ 交通事故数＝

23,479 件(横

浜市)、1,602

件(中区) 

 

工
事
中 

    

 

 

空 欄 

 

空 欄 
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表 3.3-15(1) 環境影響の変化の総合的な比較評価 
 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

地
域
社
会 

現地調査 

公共施設等

の状況 

・ JR 桜木町

駅、横浜市

営 地 下 鉄

桜木町駅、

み な と み

ら い 線 馬

車 道 駅 が

あります。 

 

学校区及び

通学路の状

況 

・ 本 町 小 学

校 及 び 吉

田 中 学 校

の 学 区 と

な っ て い

ます。 

 

自治会等の

状況 

・ 弁 天 通 町

内会等、11

の 町 内 会

が あ り ま

す。 

 

公共交通機

関の状況 

・ JR 東日本、

横 浜 市 営

地下鉄線、

み な と み

らい線、横

浜 市 営 バ

ス、神奈川

中 央 交 通

バス、横浜

京急バス、

相 模 鉄 道

バ ス が あ

ります。 

供
用
時 

・ 交通混

雑 ( 自

動車、

歩 行

者) 

＝交通

状況に

及ぼす

影響を

極力抑

えるこ

と。 

・交通安

全 

＝歩行

者等の

安全な

通行が

確保さ

れるこ

と。 

・ 駐車場に

ついては

十分な台

数を確保

し、極力

地域の周

辺生活環

境への影

響が少な

くなるよ

うに配慮

します。 

・ 道路横断

等につい

て、歩行

者の安全

確保、バ

リアフリ

ーについ

て配慮し

ます。 

・ 地域住民

の水際へ

のアクセ

スについ

て配慮し

ます。 

関 連 車 両

の走行(発

生集中) 

・ 平 日 

7,600 

台/日 

・ 休 日 

9,600 

台/日 

 

歩 行 者 の

交通(発生

集中) 

・ 平 日 

21,900 

人/日 

・ 休 日 

20,400 

人/日 

・ 交通混雑(自動
車) 
＝交差点飽和
度 
本町 4丁目： 
平日 0.569(ピ
ーク 17～18 時) 
休日 0.620(ピ
ーク 16～17 時) 
桜木町駅前： 
平日 0.439(ピ
ーク 16～17 時) 
休日 0.503(ピ
ーク 16～17 時) 
サークルウォ
ーク： 
平日 0.314(ピ
ーク 15～16 時) 
休日 0.606(ピ
ーク 15～16 時) 
新設： 
平日 0.450(ピ
ーク 17～18 時) 
休日 0.586(ピ
ーク 16～17 時) 
海岸通り 4 丁
目： 
平日 0.387(ピ
ーク 16～17 時) 
休日 0.493(ピ
ーク 15～16 時) 
本町 5丁目： 
平日 0.554(ピ
ーク 17～18 時) 
休日 0.619(ピ
ーク 16～17 時) 
本町 3丁目： 
平日 0.608(ピ
ーク 16～17 時) 
休日 0.611(ピ
ーク 14～15 時) 

 

表 3.3-15 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
域
社
会 

供
用
時 

・ 新事業計画により、

関連車両の走行台

数が減少します。 

平日 2,380 台/日 

休日 5,450 台/日 

・ 新事業計画により、

歩行者交通量が減

少します。 

平日 9,800 人/日 

休日 9,700 人/日 

 

－ 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が減少するこ

とから、関連車両の走行

による環境影響は環境

保全目標を満足すると

評価します。 

・ 新事業計画によって、環

境負荷量が減少するこ

とから、関連施設を利用

する歩行者による環境

影響は環境保全目標を

満足すると評価します。 

 

表 3.3-15 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

地
域
社
会 

供
用
時 

・ 今回の新事業計画

により、関連車両の

走行台数が減少し

ます。 

平日 2,337 台/日 

休日 2,649 台/日 

・ 今回の新事業計画

により、歩行者交通

量が減少します。 

平日 7,600 人/日 

休日 8,000 人/日 

 

（p.2-29 参照） 

－ 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、関連車両

の走行による環境影響

は環境保全目標とした

「交通状況に及ぼす影

響を極力抑えること」を

満足すると評価します。 

・ 今回の新事業計画によ

って、環境負荷量が減少

することから、関連施設

を利用する歩行者によ

る環境影響は環境保全

目標とした「歩行者等の

安全な通行が確保され

ること」を満足すると評

価します。 
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表 3.3-15(2) 環境影響の変化の総合的な比較評価 
 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保全
目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および
評価 

地
域
社
会 

避難場所 

の状況 

・ 横 浜 公 園

等、9の避難

場所があり

ます。 

生活道路の 

状況 

・ ピーク時間

帯の交通量

＝ 97 ～

2,408 台/時

間(平日) 

・ ピーク時間

帯の歩行者

交 通 量 ＝

128～236 人

/15 分 ( 平

日) 

・ 交差点飽和

度 ＝ 0.272

～0.557(平

日) 

交通安全の 

状況 

・ 交通事故数

＝23,479 件

(横浜市)、

1,602 件(中

区) 

供
用
時 

・ 交通混

雑 ( 自

動車、

歩 行

者) 

＝交通

状況に

及ぼす

影響を

極力抑

えるこ

と。 

・交通安

全 

＝歩行

者等の

安全な

通行が

確保さ

れるこ

と。 

・ 駐 車 場

に つ い

て は 十

分 な 台

数 を 確

保し、極

力 地 域

の 周 辺

生 活 環

境 へ の

影 響 が

少 な く

な る よ

う に 配

慮 し ま

す。 

・ 道 路 横

断 等 に

ついて、

歩 行 者

の 安 全

確保、バ

リ ア フ

リ ー に

つ い て

配 慮 し

ます。 

・ 地 域 住

民 の 水

際 へ の

ア ク セ

ス に つ

い て 配

慮 し ま

す。 

関連車両の

走行(発生

集中) 

・ 平 日 

7,600 

台/日 

・ 休 日 

9,600 

台/日 

歩行者の交

通(発生集

中) 

・ 平 日 

21,900 

人/日 

・ 休 日 

20,400 

人/日 

・ 交通安全 
計画地敷地
内に歩道状
空地を設け
る と と も
に、ペデス
トリアンデ
ッキを設置
することが
計画されて
いることか
ら、歩行者
の安全は確
保されるも
のと予測さ
れます。 

・ 交 通 混 雑
(歩行者) 
すべての歩
道にて歩行
者サービス
水準A（自由
歩行可能）
となってお
り、本計画
による円滑
な交通流の
阻害はない
ものと予測
されます。 

 

空 欄 

 

空 欄 
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表 3.3-16 環境影響の変化の総合的な比較評価 
 

環境影響評価（平成 19年 4 月）の環境影響評価の概要 

 
環境の現況  

環境保
全目標 

環境保全
のための

措置 

主な環境
影響要因 

予測および評価 

景 

観 

景観 

・ 関内地区 

＝歴史的

建造物が

街並みを

形成して

います。 

・ MM21 地区 

＝高層建

築物が林

立するエ

リア、公

園・オープ

ンスペー

スがあり、

これらと

内港水面

があいま

って水辺

空間を形

成してい

ます。 

 

圧迫感 

・ 建築周辺

で最も高

い建築物

は、横浜ア

イランド

タワーと

なります。

また、直近

の眺望地

点として

大岡川河

口ボード

ウォーク

がありま

す。 

供
用
時 

・ 景観 

＝周辺

景観と

の調和

を著し

く損な

わない

こと。 

・ 圧迫感 

＝圧迫

感を著

しく生

じさせ

ないこ

と。 

・ 高層建築

物に対す

る近景か

らの視覚

的な圧迫

感を低減

するため、

海際から

の圧迫感

に対して

は水際線

プロムナ

ード及び

低層部を

配置しま

す。 

・ 建築物の

ファサー

ドについ

て、ボリュ

ームの分

節化、素

材・色彩等

のデザイ

ンコード

の検討を

行い、圧迫

感の低減

を図りま

す。 

・周辺を通行

する歩行

者の安全

で快適な

環境づく

りとして、

海際に整

備される

プロムナ

ード、計画

地内の公

園、歩道、

デッキ等

を整備す

るととも

に、街路か

ら海への

視線の抜

け（ビュー

コリドー）

を確保し

ます。 

（抜粋） 

計画建築物

の存在 

・A-1 地区 

最高高さ  

約 60m 

延床面積  

約 

10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ  

約 170m 

延床面積  

約 

68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ  

約 36m 

延床面積  

約 

21,740m2 

・A-4 地区 

最高高さ  

約 220m 

延床面積  

約 

159,470m2 

・景観 

関内地区 

整備が進む関

内地区の都市

景観の新たな

構成要素とし

て認識されま

す。 

MM21 地区 

MM21 地区の超

高層建築物な

どの都市景観

に計画建築物

が加わること

で都心臨海部

にふさわしい、

より都市的な

景観が形成さ

れます。 

・ 圧迫感 

計画建築物が

高層建築物で

あることによ

り、供用時は圧

迫感が発生す

ることが予想

されます。しか

しながら、海際

からの圧迫感

に対しては水

際線プロムナ

ード及び低層

棟を配置し、栄

本町線及び万

国橋からの圧

迫感について

も、建物のセッ

トバックや、街

路樹の整備な

どの措置を講

じます。 

表 3.3-16 環境影響の変化の総合的な比較評価 
新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

景 

観 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1 地区 

最高高さ 約 60m 

延床面積 

 約 10,880m2 

・A-2 地区 

最高高さ 約 170m 

延床面積 

 約 68,450m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

 約 159,470m2 

・景観 

関内地区 

新事業計画により

計画建築物の外観

は変わりますが、

以前の事業計画と

同様に歴史的建造

物と調和した形

態・色彩・意匠とす

ることによって、

整備が進む関内地

区の都市景観の新

たな構成要素とし

て認識されます。 

MM21 地区 

新事業計画により

計画建築物の外観

は変わりますが、

以前の事業計画と

同様にスカイライ

ンに配慮した高さ

の設定等を行うこ

とによって、MM21

地区の超高層建築

物などの都市景観

に計画建築物が加

わることで都心臨

海部にふさわし

い、より都市的な

景観が形成されま

す。 

 

・ 以前の計画と比べて、新

事業計画によって景観

に係る環境影響は悪化

しないと予測されまし

た。 

・ 計画建築物による地域

景観特性については、周

辺景観との調和を著し

く損なわないと考えら

れます。よって、環境保

全目標を満足すると評

価します。 

・ 計画建築物による眺望

の変化については、周辺

景観との調和を著しく

損なわないと考えられ

ます。よって、環境保全

目標を満足すると評価

します。 

・ 計画建築物による圧迫

感は、著しく悪化されな

いと考えられます。よっ

て、環境保全目標を満足

すると評価します。 

 

表 3.3-16 環境影響の変化の総合的な比較評価 

今回の新事業計画による環境影響要因の変化と予測結果および比較評価 

 主な環境影響要因 予測結果 比較評価 

景 

観 

供
用
時 

計画建築物の存在 

・A-1・2 地区 

最高高さ 約 162m 

延床面積 

 約 98,960m2 

・A-3 地区 

最高高さ 約 30m 

延床面積 

 約 12,610m2 

・A-4 地区 

最高高さ 約 220m 

延床面積 

  約 159,470m2 

 

（p.2-9、14、17 参照） 

・景観 

関内地区 

今回の新事業計画

により計画建築物

の外観は変わりま

すが、以前の事業

計画と同様に歴史

的建造物と調和し

た形態・色彩・意匠

とすることによっ

て、整備が進む関

内地区の都市景観

の新たな構成要素

として認識されま

す。 

MM21 地区 

今回の新事業計画

により計画建築物

の外観は変わりま

すが、以前の事業

計画と同様にスカ

イラインに配慮し

た高さの設定等を

行うことによっ

て、MM21 地区の超

高層建築物などの

都市景観に計画建

築物が加わること

で都心臨海部にふ

さわしい、より都

市的な景観が形成

されます。 

・ 圧迫感 

汽車道、日本丸メ

モリアルパーク及

び大岡川河口ボー

ドウォークでは、

計画建築物による

圧迫感の発生が予

想されることか

ら、計画建築物の

壁面の分節化や、

計画建築物に使用

する色は、白系色

もしくは透明感の

ある素材を使用し

ます。 

 

・ 評価書及び比較資料そ

の１の計画と比べて、今

回の新事業計画によっ

て景観に係る環境影響

は悪化しないと予測さ

れました。 

・ 計画建築物による地域

景観特性については、周

辺景観との調和を著し

く損なわないと考えら

れます。よって、環境保

全目標とした「周辺景観

との調和を著しく損な

わないこと」を満足する

と評価します。 

・ 計画建築物による眺望

の変化については、周辺

景観との調和を著しく

損なわないと考えられ

ます。よって、環境保全

目標とした「周辺景観と

の調和を著しく損なわ

ないこと」を満足すると

評価します。 

・ 計画建築物による圧迫

感は、著しく悪化されな

いと考えられます。よっ

て、環境保全目標とした

「圧迫感を著しく生じ

させないこと」を満足す

ると評価します。 
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